






























































観光客

第３７回委員会追加資料

体験型観光事業者が提供するサービスに関する旅行業法上の規制（パターン別）

・旅行業法では、①報酬を得て、②旅行業務を取り扱い、③事業として行う者は、観光庁長官又は

都道府県知事の登録を受けなければならないとされている。（旅行業法第 2 条、第 3 条）

※旅行業務とは～運送・宿泊サービスの代理・媒介等をすること

該当しないもの：運送・宿泊以外のサービスのみを旅行者に提供するもの

運送事業者が行う日帰旅行 など

パターン 旅行業法上の規制

旅行業務に該当しない

Ａ 近隣駅 体験型観光事業者 →旅行業の登録は必要ない

路線バス等 （有料で体験）

旅行業務に該当しない

Ｂ 近隣駅 体験型観光事業者 →旅行業の登録は必要ない

送迎（無料） （有料で体験）

観光事業者自ら有料で送迎を行う場

Ｃ 近隣駅 体験型観光事業者 合は、道路運送法に基づく一般旅客

送迎（有料） （有料で体験） 自動車運送事業の許可が必要

→運送事業の許可が得られれば、旅

行業の登録がなくても可能

体験型観光事業者がバス等を手配し、

Ｄ 近隣駅 体験型観光事業者 送迎と体験型観光をパッケージ商品

送迎バス （有料で体験） として募集・販売を行う場合は、旅

行業務に該当する

（パッケージで有料） →旅行業の登録が必要

体験型観光事業者がバス等を手配し、

Ｅ 近隣駅 体験型観光事業者 他の事業者のサービスも組み合わせ

（有料で体験） て旅程を作成し、パッケージ商品と

貸切バス して募集・販売を行う場合は、旅行

食事 温泉など 業務に該当する

→旅行業の登録が必要

（パッケージで有料）
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